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6月21日労政審 雇用均等分科会
パート労働法改正にかかわる｢報告｣をまとめる
有期労働契約法制の枠組みを出ず、これでは実効ある待遇改善につながらない!!
労働政策審議会･雇用均等分科会は13回の審議を経て、6月21日、パート労働法の見直しに関わる「今後のパートタイム労働対策について(報告)」をまとめ(5月29日の審議会で示された「報告案」とほぼ同じ内容)、労働政策審議会として厚労大臣に建議した。

建議を受けた小宮山厚労大臣は｢要望していた均等待遇をめざす内容だ｣などと述べたが、実際には有期雇用に関する「労働契約法改正案」の枠組みをでず、均等待遇に向かって実効性ある改善策とはなっていない。
	建議の主なポイント

①現行法8条を｢労働契約法改正案｣に準じて｢無期労働契約要件｣を削除し、「職務の内容、人材活用の仕組み、その他の事情を考慮して不合理な相違がみとめられない」とする法制とする。

②9条2項（職務同一かつ一定期間は人材活用の仕組みも同一の労働者については、同一方法による賃金決定努力義務）は有期労働契約法制の動向を念頭に（8条において無期要件がなくなるので）削除する。

③通勤手当は現行パート労働法9条1項の均衡確保努力義務の対象外として例示されているが、通勤手当は一律に｢均衡確保の努力義務の対象外｣とすることは適当ではない旨を明らかにする。

④親族の葬儀等のために勤務しなかったことを理由とする解雇等が適当ではない旨指針に規定する。

⑤待遇にかかわる説明の強化、苦情処理担当者の設置など。


しかし第1に、8条にかかわる無期要件は削除されるものの、異動や転勤の範囲を意味する「人材活用の仕組み」が依然として考慮要素に含まれている。このため、正規と非正規で格差が大きく、かつ、使用者の恣意的判断に左右される｢人材活用の仕組み｣が違うことを理由に差別が正当化される。現行8条もその対象者がほとんどいないのは「人材活用の仕組み」が要件に入っているためであったから、これでは改善は見込めない。

また、ｱ)｢人材活用の仕組み｣は中長期的概念であるが、改正法ではどの程度の期間を見込んで判断するのか、ｲ)｢その他の事情｣には何が含まれるのか、ｳ)「職務の内容、人材活用の仕組み、その他の事情」という考慮要素が同一であれば賃金・労働条件の格差が許されないことになるが、この考慮要素が多少でも正規労働者と異なる場合、どのような基準を持って賃金・労働条件の格差の合理性を判断するのか、などについては審議会で一切議論されず、明らかになっていない。

第2に、通勤手当については｢均衡確保の努力義務の対象外｣とはしないというだけで、｢均衡確保の努力義務｣とするわけではなく、企業の判断に委ねてしまうものである。また忌引きを理由とする解雇を禁止するだけであまりにも微々たる改善である。通勤手当などの諸手当、忌引き休暇をはじめとする休暇制度なども均等処遇を義務づけるべきであった。

今後はこの｢建議｣に沿って法案がつくられ、国会で審議されていくことになるが、このままでは実効ある改善にはつながらない。職場から学習・宣伝・要請行動など強め、待遇改善に役立つ実効ある改正をかちとるために、いっそう取り組みを強めよう。

